
2019 年 9 月 2 日

「投資信託約款・規定集」および「東京スターダイレクト取引規定」の

改定について

このたび、下記の通り「投資信託約款・規定」および「東京スターダイレクト取引規定」

を改定いたします。

なお、改定後の規定は本改定前よりお取引されているお客さまにも適用させていただ

きますのでよろしくお願いします。

１．改定日

2019 年 10 月 1 日（火）

２．改定内容

新旧対照表

投資信託総合取引約款

新 旧 備考

第 1章総合取引
第 1条～第 8条（省略）

第 2章指定預金口座方式取扱規定
第 9条～第 12 条（省略）

第 13 条（入金額等の確認）
当行は、投資信託の解約金・償還金および
収益分配金を指定預金口座への入金によ
り支払います。当該入金額はお客さまに送
付または交付される計算書・報告書等に記
載されますので、お客さまは必ずその内容
をご確認ください。

（略）

第 1章総合取引
第 1条～第 8条（省略）

第 2章指定預金口座方式取扱規定
第 9条～第 12 条（省略）

第 13 条（入金額等の確認）
当行は、投資信託の解約金・償還金およ
び収益分配金を支払う場合において指
定預金口座へ入金した場合には、計算書
等に入金額等を記載してお客さまに送
付または交付しますので、お客さまは必
ずその内容をご確認ください。

（略） （略）

投資信託受益権振替決済口座管理約款

新 旧 備考

第 5 条（当行への届出事項）
「振替決済口座設定申込書」に記載さ
れた住所、氏名もしくは名称、生年月
日、法人の場合における代表者の役職
氏名、マイナンバー等をもって、お届
けの住所、氏名もしくは名称、生年月
日、マイナンバー等とします。印章の
届け出をされている場合は、「振替決済
口座設定申込書」に押捺された印影を

第 5 条（当行への届出事項）
「振替決済口座設定申込書」に記載さ
れた住所、氏名もしくは名称等をもっ
て、お届けの住所、氏名もしくは名称
等とします。印章の届け出をされてい
る場合は、「振替決済口座設定申込書」
に押捺された印影をもって、届出印章
とします。

（追加）



もって、届出印章とします。

（略）

第 11条（お客さまへの連絡事項）
(１)当行は、投資信託について、次の事

項をお客さまに通知します。
①償還期限（償還期限がある場合に限

ります。）
②残高照合のための場合
③お客さまに対して機構から通知さ

れた事項
(２)前項の残高照合のための報告は、投

資信託の残高に移動があった場合
に、当行所定の時期に年１回以上通
知します。また、法令等の定めると
ころにより取引残高報告書を定期
的に通知する場合には、残高照合の
ための報告内容を含めて行います
から、その内容にご不審の点がある
ときは、速やかに当行営業店に直接
ご連絡ください。

(３)当行が届け出のあった住所、氏名も
しくは名称にあてて通知を行いま
たはその他の送付書類を発送した
場合には、延着または到着しなかっ
たときでも通常到着すべき日時に
到着したものとみなします。

(４)当行は、第２項の規定にかかわら
ず、お客さまが特定投資家（金商法
第２条第３１項に規定する特定投
資家（同法第３４条の３第４項（同
法第３４条の４第６項において準
用する場合を含みます。）の規定に
より特定投資家とみなされる者を
含みます。）をいいます。）である場
合であって、当該お客さまからの第
２項に定める残高照合のためのご
報告（取引残高報告書による通知を
含みます。以下本項において同じ。）
に関する事項についての照会に対
して速やかに回答できる体制が整
備されている場合には、当行が定め
るところにより残高照合のための
ご報告を行わないことがあります。

(５)当行は、第２項に定める残高照合の
ためのご報告のうち、次の各号に掲
げる書面に記載されているものに
ついては、第２項の規定にかかわら
ず、残高照合のためのご報告を行わ
ないことがあります。

①個別のデリバティブ取引等に係る
契約締結時交付書面

②当該デリバティブ取引等に係る取

（略）

第 11条（お客さまへの連絡事項）
(１)当行は、投資信託について、次の

事項をお客さまに通知します。
①償還期限（償還期限がある場合に

限ります。）
②残高照合のための場合
③お客さまに対して機構から通知さ

れた事項
(２)前項の残高照合のための報告は、

投資信託の残高に移動があった場
合に、当行所定の時期に年１回以
上通知します。また、法令等の定
めるところにより取引残高報告書
を定期的に通知する場合には、残
高照合のための報告内容を含めて
行いますから、その内容にご不審
の点があるときは、速やかに当行
営業店に直接ご連絡ください。

(３)当行が届け出のあった住所、氏名
もしくは名称にあてて通知を行い
またはその他の送付書類を発送し
た場合には、延着または到着しな
かったときでも通常到着すべき日
時に到着したものとみなします。

（略）

（新設）



引の条件を記載した契約書

（略）

第 13条（口座管理料）
(1)当行は、口座を開設したときは、そ

の開設時および口座開設後１年を経
過するごとに所定の料金をいただく
ことがあります。

(2)当行は、前項の場合、解約金等の預
り金があるときは、それから充当す
ることがあります。また、料金のお
支払いがないときは、投資信託の解
約金、償還金、および収益分配金の
支払いのご請求には応じないことが
あります。

（略）

第 20条（この約款の変更）
この約款は、法令の変更または監督官
庁並びに振替機関の指示、その他必要
な事由が生じたときに、民法 548 条の
4 の規定に基づき改定されることがあ
ります。改定を行う旨および改定後の
規定の内容ならびにその効力発生時期
は、効力発生時期が到来するまでに店
頭表示、当行ホームページへの掲示ま
たはその他相当の方法により周知しま
す。

（略）

（略）

第 13条（口座管理料）
(1)当行は、口座を開設したときは、そ

の開設時および口座開設後１年を
経過するごとに所定の料金をいた
だくことがあります。

(2)当行は、前項の場合、解約金等の預
り金があるときは、それから充当す
ることがあります。また、料金のお
支払いがないときは、投資信託の解
約金、償還金、および収益分配金の
支払いには応じないことがありま
す。

（略）

第 20条（この約款の変更）
この約款は、法令の変更または監督官
庁の指示、その他必要が生じたとき
に、民法 548 条の 4の規定に基づき改
定されることがあります。改定を行う
旨および改定後の規定の内容ならび
にその効力発生時期は、効力発生時期
が到来するまでに店頭表示、当行ホー
ムページへの掲示またはその他相当
の方法により周知します。

（略）

（略）

（変更）

（略）

（追加）

（略）

非課税上場株式等管理および非課税累積投資に関する約款

新 旧 備考

第 2 条（非課税口座開設届出書等の提出
等）
(１)お客さまが非課税口座に係る非課

税の特例の適用を受けるためには､
当該非課税の特例の適用を受けよ
うとする年の当行が別に定める期
限までに、当行に対して租税特別措
置法第３７条の１４第５項第１号、
第６項および第２４項に基づき「非
課税適用確認書の交付申請書兼非
課税口座開設届出書」、「非課税適
用確認書の交付申請書」（既に当行
に非課税口座を開設しており、２０
１８年分以後の勘定設定期間に係
る「非課税適用確認書の交付申請
書」を他の金融機関に提出していな
い場合に限ります。）、「非課税口
座開設届出書」および「非課税適用

第 2 条（非課税口座開設届出書等の提
出等）
(１)お客さまが非課税口座に係る非課

税の特例の適用を受けるために
は､当該非課税の特例の適用を受
けようとする年の当行が別に定め
る期限までに、当行に対して租税
特別措置法第３７条の１４第５項
第１号、第６項および第２４項に
基づき「非課税適用確認書の交付
申請書兼非課税口座開設届出書」、
「非課税適用確認書の交付申請
書」（既に当行に非課税口座を開
設しており、２０１８年分以後の
勘定設定期間に係る「非課税適用
確認書の交付申請書」を他の金融
機関に提出していない場合に限り
ます。）、「非課税口座開設届出



確認書」、「非課税口座廃止通知書」
もしくは「勘定廃止通知書」（既に
当行に非課税口座を開設している
場合には、「非課税適用確認書」「非
課税口座廃止通知書」または「勘定
廃止通知書」）または「非課税口座
簡易開設届出書」を提出するととも
に、当行に対して租税特別措置法第
３７条の１１の３第４項に規定す
る署名用電子証明書等を送信し、ま
たは租税特別措置法施行規則第１
８条の１５の３第２１項において
準用する租税特別措置法施行規則
第１８条の１２第３項に基づき同
項各号に掲げる者の区分に応じ、当
該各号に定める書類を提示して氏
名、生年月日、住所およびマイナン
バー（お客さまが租税特別措置法施
行令第２５条の１３第２４項の規
定に該当する場合には、氏名、生年
月日および住所。）を告知し、租税
特別措置法その他の法令で定める
本人確認を受ける必要があります。
ただし、「非課税口座廃止通知書」

または「勘定廃止通知書」について
は、非課税口座を再開設しようとす
る年（以下「再開設年」といいます。）
または非課税管理勘定もしくは累
積投資勘定を再設定しようとする
年（以下「再設定年」といいます。）
の前年の１０月１日から再開設年
または再設定年の９月３０日まで
の間に提出してください。また、「非
課税口座廃止通知書」が提出される
場合において、当該廃止通知書の交
付の基因となった非課税口座にお
いて、当該非課税口座を廃止した日
の属する年分の非課税管理勘定ま
たは累積投資勘定に上場株式等の
受け入れが行われていた場合には、
当該非課税口座を廃止した日から
同日の属する年の９月３０日まで
の間は当該廃止通知書を受理する
ことができません。
なお、当行では別途税務署より交

付を受けた「非課税適用確認書」を
併せて受領し、当行にて保管いたし
ます。

(２)「非課税適用確認書の交付申請書兼
非課税口座開設届出書」、「非課税
適用確認書の交付申請書」または
「非課税口座簡易開設届出書」につ

書」および「非課税適用確認書」、
「非課税口座廃止通知書」もしく
は「勘定廃止通知書」（既に当行
に非課税口座を開設している場合
には、「非課税適用確認書」「非
課税口座廃止通知書」または「勘
定廃止通知書」）または「非課税
口座簡易開設届出書」を提出する
とともに、当行に対して同法第３
７条の１１の３第４項に規定する
署名用電子証明書等を送信し、ま
たは租税特別措置法施行規則第１
８条の１２第３項に基づき同項各
号に掲げる者の区分に応じ、当該
各号に定める書類を提示して氏
名、生年月日、住所およびマイナ
ンバー（お客さまが租税特別措置
法施行令第２５条の１３第２２項
の規定に該当する場合には、氏名、
生年月日および住所。）を告知し、
租税特別措置法その他の法令で定
める本人確認を受ける必要があり
ます。
ただし、「非課税口座廃止通知

書」または「勘定廃止通知書」に
ついては、非課税口座を再開設し
ようとする年（以下「再開設年」
といいます。）または非課税管理
勘定または累積投資勘定を再設定
しようとする年（以下「再設定年」
といいます。）の前年の１０月１
日から再開設年または再設定年の
９月３０日までの間に提出してく
ださい。また、「非課税口座廃止
通知書」が提出される場合におい
て、当該廃止通知書の交付の基因
となった非課税口座において、当
該非課税口座を廃止した日の属す
る年分の非課税管理勘定または累
積投資勘定に上場株式等の受け入
れが行われていた場合には、当該
非課税口座を廃止した日から同日
の属する年の９月３０日までの間
は当該廃止通知書を受理すること
ができません。
なお、当行では別途税務署より

交付を受けた「非課税適用確認書」
を併せて受領し、当行にて保管い
たします。

(２)「非課税適用確認書の交付申請書
兼非課税口座開設届出書」、「非
課税適用確認書の交付申請書」ま
たは「非課税口座簡易開設届出書」

（変更）

（変更）

（変更）



いて、同一の勘定設定期間に当行ま
たは他の金融機関に重複して提出
することはできません。

(３)お客さまが非課税口座に係る非課
税の特例の適用を受けることをや
める場合には､租税特別措置法第３
７条の１４第２１項に規定する「非
課税口座廃止届出書」を提出してく
ださい。

(４)当行が「非課税口座廃止届出書」の
提出を受けた場合で、その提出を受
けた日において次の各号に該当す
るとき、当行はお客さまに租税特別
措置法第３７条の１４第５項第８
号に規定する「非課税口座廃止通知
書」を交付します。

①１月１日から９月３０日までの間
に受けた場合、非課税口座に「非課
税口座廃止届出書」の提出を受けた
日の属する年分の非課税管理勘定
または累積投資勘定が設けられて
いたとき

②１０月１日から１２月３１日まで
の間に受けた場合、非課税口座に
「非課税口座廃止届出書」の提出を
受けた日の属する年分の翌年分の
非課税管理勘定または累積投資勘
定が設けられることとなっていた
とき

(５)お客さまが当行の非課税口座に設
けられるべき非課税管理勘定また
は累積投資勘定を他の金融機関に
設けようとする場合は、非課税口座
に当該非課税管理勘定または累積
投資勘定が設けられる日の属する
年（以下「設定年」といいます。）
の前年１０月１日から設定年の９
月３０日までの間に、租税特別措置
法第３７条の１４第１８項に規定
する「金融商品取引業者等変更届出
書」を提出してください。なお、当
該変更届出書が提出される日以前
に、設定年分の非課税管理勘定また
は累積投資勘定に上場株式等の受
け入れが行われていた場合には、当
行は当該変更届出書を受理するこ
とができません。

(６)当行は、当該変更届出書を受理した
ときに非課税口座に設定年に係る
非課税管理勘定または累積投資勘
定が既に設けられている場合には
当該非課税管理勘定または累積投
資勘定を廃止し、お客さまに租税特
別措置法第３７条の１４第５項第

について、同一の勘定設定期間に
当行または他の金融機関に重複し
て提出することはできません。

(３)お客さまが非課税口座に係る非課
税の特例の適用を受けることをや
める場合には､租税特別措置法第
３７条の１４第２１項に規定する
「非課税口座廃止届出書」を提出
してください。

(４)当行が「非課税口座廃止届出書」
の提出を受けた場合で、その提出
を受けた日において次の各号に該
当するとき、当行はお客さまに租
税特別措置法第３７条の１４第５
項第８号に規定する「非課税口座
廃止通知書」を交付します。

①１月１日から９月３０日までの間
に受けた場合、非課税口座に同日
の属する年分の非課税管理勘定ま
たは累積投資勘定が設けられてい
たとき

②１０月１日から１２月３１日まで
の間に受けた場合、非課税口座に
同日の属する年分の翌年分の非課
税管理勘定または累積投資勘定が
設けられることとなっていたとき

(５)お客さまが当行の非課税口座に設
けられるべき非課税管理勘定また
は累積投資勘定を他の金融機関に
設けようとする場合は、非課税口
座に当該非課税管理勘定または累
積投資勘定が設けられる日の属す
る年（以下「設定年」といいます。）
の前年１０月１日から設定年の９
月３０日までの間に、租税特別措
置法第３７条の１４第１８項に規
定する「金融商品取引業者等変更
届出書」を提出してください。な
お、当該変更届出書が提出される
日以前に、設定年分の非課税管理
勘定または累積投資勘定に上場株
式等の受け入れが行われていた場
合には、当行は当該変更届出書を
受理することができません。

(６)当行は、当該変更届出書を受理し
たときに非課税口座に設定年に係
る非課税管理勘定または累積投資
勘定が既に設けられている場合に
は当該非課税管理勘定または累積
投資勘定を廃止し、お客さまに租
税特別措置法第３７条の１４第５

（変更）

（変更）



７号に規定する「勘定廃止通知書」
を交付します。

（７）２０１７年１０月１日時点で当行
に開設した非課税口座に２０１７
年分の非課税管理勘定が設けられ
ており、当行にマイナンバーの告知
を行っているお客さまのうち、同日
前に当行に対して「非課税適用確認
書の交付申請書のみなし提出不適
用届出書」を提出しなかったお客さ
まにつきましては、２０１８年分以
後の勘定設定期間に係る「非課税適
用確認書の交付申請書」を提出した
ものとみなし、第 1 項の規定を適用
します。

(8)提出した「非課税口座簡易開設届出
書」について、以下に該当した場合
は法令に基づき、開設した非課税口
座はその開設のときに遡って、当初
から一般口座であったものとして取
り扱います。

①当行または他の金融機関に対し、す
でに勘定設定期間に係る「非課税適
用確認書交付申請書」または「非課
税口座簡易開設届出書」を提出して
おり、所轄税務署よりお客さまが当
行に対し、当該届出書を提出できな
いとき（租税特別措置法第３７条の
１４第１５項）

②当行にすでに非課税口座を開設して
いるため、当行が当該届出書を受理
することができないとき（租税特別
措置法第３７条の１４第１４項前
段）

(9)当行は、第８項に該当することが判
明した場合、お客さまがその判明し
た時点（以下「当該判明時」といい
ます）より前に、その非課税口座で
買付の投資信託があるときは、その
投資信託は、お客さまがその買付時
より、一般口座預りにて買付けした
ものとして取り扱います。この場合、
お客さまは、当該投資信託の買付注
文を、過去に遡って取り消すことは
できません。解約する場合は、一般
口座預りとして取り扱われます。

(10)第９項において、一般口座預りで買
付けしたものとして取り扱う投資信
託より、収益分配金（普通分配金）
が発生した場合、その発生が当該判
明時より前であるかそれ以後である
かに関わらず、すべて課税扱いとし
ます。当該収益分配金（普通分配金）

項第７号に規定する「勘定廃止通
知書」を交付します。

（７）２０１７年１０月１日時点で当行
に開設した非課税口座に２０１７
年分の非課税管理勘定が設けられ
ており、当行に個人番号の告知を
行っているお客さまのうち、同日
前に当行に対して「非課税適用確
認書の交付申請書のみなし提出不
適用届出書」を提出しなかったお
客さまにつきましては、２０１８
年分以後の勘定設定期間に係る
「非課税適用確認書の交付申請
書」を提出したものとみなし、第
1 項の規定を適用します。

(8)提出した「非課税口座簡易開設届出
書」について、以下に該当した場合
は法令に基づき、開設した非課税口
座はその開設のときに遡って、当初
から一般口座であったものとして
取り扱います。

①当行または他の金融機関に対し、す
でに勘定設定期間に係る「非課税適
用確認書交付申請書」または「非課
税口座簡易開設届出書」を提出して
おり、所轄税務署よりお客さまが当
行に対し、当該届出書を提出できな
いとき（租税特別措置法第３７条の
１４第１５項）

②当行にすでに非課税口座を開設し
ているため、当行が当該届出書を受
理することができないとき（租税特
別措置法第３７条の１４第１４項
前段）

(9)当行は、第８項に該当することが判
明した場合、お客さまがその判明し
た時点（以下「当該判明時」といい
ます）より前に、その非課税口座で
買付の投資信託があるときは、その
投資信託は、お客さまがその買付時
より、一般口座預りにて買付けした
ものとして取り扱います。この場
合、お客さまは、当該投資信託の買
付注文を、過去に遡って取り消すこ
とはできません。解約する場合は、
一般口座預りとして取り扱われま
す。

(10)第９項において、一般口座預りで
買付けしたものとして取り扱う投
資信託より、収益分配金（普通分配
金）が発生した場合、その発生が当
該判明時より前であるかそれ以後
であるかに関わらず、すべて課税扱
いとします。当該収益分配金（普通
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が当該判明時よりも前に発生し、既
にお客さまに非課税扱いで、支払っ
ていた場合には、当行にはその支払
時に遡って、税相当額をお客さまか
ら源泉徴収等をする義務が発生しま
す。その場合、当行は当該税相当額
徴収のため、お客さまの指定預金口
座からの引き落としまたはお客さま
へ支払いの請求その他適宜の方法を
とります。また、お客さまが当該投
資信託を解約することにより譲渡益
が発生した場合には、お客さまは所
得税法等の規定により当該譲渡益の
確定申告を義務付けられる場合があ
ります。

(11)お客さまが「非課税口座簡易開設届
出書」の手続きを選択した場合、第
８項から第１０項に該当し、お客さ
まに損害が発生しても、当行はこれ
に関する一切の責任を負わないもの
とします。

（略）

第 5 条（非課税管理勘定に受け入れる上
場株式等の範囲）

当行は、お客さまの非課税口座に設けら
れた非課税管理勘定においては、第１７
条に規定する上場株式等（以下「取扱上
場株式等」といいます。）で、かつ、次
に掲げる上場株式等（当該非課税口座が
開設されている当行の営業店に係る振
替口座簿に記載もしくは記録がされ、ま
たは当該営業店に保管の委託がされる
ものに限ります。）のみを受け入れます。

（以下省略）

第 5 条の 2（累積投資勘定に受け入れる
上場株式等の範囲）
（1）当行は、お客さまの非課税口座に設

けられた累積投資勘定においては、お
客さまが当行と締結した累積投資契
約に基づいて取得した次に掲げる上
場株式等（租税特別措置法第３７条の
１４第１項第２号イおよびロに掲げ
る上場株式等のうち、当該上場株式等
を定期的に継続して取得することに
より個人の財産形成が促進されるも
のとして、当該上場株式等（公社債投
資信託以外の証券投資信託）に係る委
託者指図型投資信託約款において租
税特別措置法施行令第２５条の１３
第１５項各号の定めがあり、かつ、内

分配金）が当該判明時よりも前に発
生し、既にお客さまに非課税扱い
で、支払っていた場合には、当行に
はその支払時に遡って、税相当額を
お客さまから源泉徴収等をする義
務が発生します。その場合、当行は
当該税相当額徴収のため、お客さま
の指定預金口座からの引き落とし
またはお客さまへ支払いの請求そ
の他適宜の方法をとります。また、
お客さまが当該投資信託を解約す
ることにより譲渡益が発生した場
合には、お客さまは所得税法等の規
定により当該譲渡益の確定申告を
義務付けられる場合があります。

(11)お客さまが「非課税口座簡易開設
届出書」の手続きを選択した場合、
第８項から第１０項に該当し、お客
さまに損害が発生しても、当行はこ
れに関する一切の責任を負わない
ものとします。

（略）

第 5 条（非課税管理勘定に受け入れる
上場株式等の範囲）

当行は、お客さまの非課税口座に設け
られた非課税管理勘定においては、第
１６条に規定する上場株式等（以下
「取扱上場株式等」といいます。）で、
かつ、次に掲げる上場株式等（当該非
課税口座が開設されている当行の営業
店に係る振替口座簿に記載もしくは記
録がされ、または当該営業店に保管の
委託がされるものに限ります。）のみ
を受け入れます。

（以下省略）

第 5 条の 2（累積投資勘定に受け入れ
る上場株式等の範囲）
（1）当行は、お客さまの非課税口座に設

けられた累積投資勘定においては、
お客さまが当行と締結した累積投資
契約に基づいて取得した次に掲げる
上場株式等（租税特別措置法第３７
条の１４第１項第２号イおよびロに
掲げる上場株式等のうち、当該上場
株式等を定期的に継続して取得する
ことにより個人の財産形成が促進さ
れるものとして、その証券投資信託
に係る委託者指図型投資信託約款に
おいて租税特別措置法施行令第２５
条の１３第１４項各号の定めがあ
り、かつ、内閣総理大臣が財務大臣
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閣総理大臣が財務大臣と協議して定
める要件を満たすものに限ります。）
のみを受け入れます。

①第３条の２第２項に基づき累積投資
勘定が設けられた日から同日の属す
る年の１２月３１日までの間に受け
入れた上場株式等の取得対価の額（購
入した上場株式等についてはその購
入の代価の額をいい、払い込みにより
取得をした上場株式等についてはそ
の払い込んだ金額をいいます。）の合
計額が４０万円を超えないもの

②租税特別措置法施行令第２５条の１
３第２２項において準用する同条第
１２項第１号、第４号および第１０号
に規定する上場株式等

（2）当行は、累積投資契約に基づいて取
得する上場株式等 が投資信託であ
る場合に、買付けおよび解約に係る手
数料および非課税口座の管理や維持
等に係る口座管理料はいただきませ
ん。

（略）

第 9 条（累積投資勘定終了時の取り扱
い）
（１）当行は、お客さまから提出を受けた

第２条第１項の「非課税口座開設届出
書」または「非課税口座簡易開設届出
書」（「非課税口座開設届出書」または
「非課税口座簡易開設届出書」の提出
後に氏名または住所の変更に係る「非
課税口座異動届出書」の提出があった
場合には、当該「非課税口座異動届出
書」をいいます。）に記載または記録
されたお客さまの氏名および住所が、
次の各号に掲げる場合の区分に応じ
て当該各号に定める事項と同じであ
ることを、基準経過日（お客さまが初
めて非課税口座に累積投資勘定を設
けた日から１０年を経過した日およ
び同日の翌日以後５年を経過した日
ごとの日をいいます。）から１年を経
過する日までの間（以下「確認期間」
といいます。）に確認いたします。た
だし、当該確認期間内にお客さまから
氏名、住所またはマイナンバーの変更
に係る「非課税口座異動届出書」の提
出を受けた場合を除きます。

①当行がお客さまから租税特別措置法
施行規則第１８条の１２第４項に規
定する住所等確認書類の提示または

と協議して定める要件を満たすもの
に限ります。）のみを受け入れます。

①第３条の２第２項に基づき累積投資
勘定が設けられた日から同日の属す
る年の１２月３１日までの間に受け
入れた上場株式等の取得対価の額
（購入した上場株式等についてはそ
の購入の代価の額をいい、払い込み
により取得をした上場株式等につい
てはその払い込んだ金額をいいま
す。）の合計額が４０万円を超えな
いもの

②租税特別措置法施行令第２５条の
１３第２０項において準用する同
条第１２項第１号、第４号および第
１０号に規定する上場株式等

（2）当行は、累積投資契約に基づいて取
得する上場株式等 が投資信託であ
る場合に、買付けおよび解約に係る
手数料および非課税口座の管理や維
持等に係る口座管理料はいただきま
せん。

（略）

第 9 条（累積投資勘定終了時の取り扱
い）
（１）当行は、お客さまから提出を受け

た第２条第１項の「非課税口座開設
届出書」または「非課税口座簡易開
設届出書」（「非課税口座開設届出書」
または「非課税口座簡易開設届出書」
の提出後に氏名または住所の変更に
係る「非課税口座異動届出書」の提
出があった場合には、当該「非課税
口座異動届出書」をいいます。）に記
載または記録されたお客さまの氏名
および住所が、次の各号に掲げる場
合の区分に応じて当該各号に定める
事項と同じであることを、基準経過
日（お客さまが初めて非課税口座に
累積投資勘定を設けた日から１０年
を経過した日および同日の翌日以後
５年を経過した日ごとの日をいいま
す。）から１年を経過する日までの間
（以下「確認期間」といいます。）に
確認いたします。

①当行がお客さまから租税特別措置
法施行規則第１８条の１２第４項
に規定する住所等確認書類の提示
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租税特別措置法施行令第２５条の１
３第８項第２号に規定する特定署名
用電子証明書等の送信を受け、当該基
準経過日における氏名および住所の
告知を受けた場合、当該住所等確認書
類または特定署名用電子証明書等に
記載または記録がされた当該基準経
過日における氏名および住所

②当行からお客さまに対して書類を郵
送し、当該書類にお客さまが当該基準
経過日における氏名および住所を記
載して、当行に対して提出した場合、
お客さまが当該書類に記載した氏名
および住所

（２）前項の場合において、確認期間内に
お客さまの基準経過日における氏名
および住所が確認できなかった場合
（第１項ただし書きの規定の適用が
あるお客さまを除きます。）には、当
該確認期間の終了の日の翌日以後、お
客さまの非課税口座に係る累積投資
勘定に上場株式等の受け入れを行う
ことはできなくなります。ただし、同
日以後、前項各号のいずれかの方法に
よりお客さまの氏名および住所を確
認できた場合またはお客さまから氏
名、住所またはマイナンバーの変更に
係る「非課税口座異動届出書」の提出
を受けた場合には、その該当すること
となった日以後は、この限りではあり
ません。

第 10 条（非課税管理勘定と累積投資勘
定の変更手続き）
（１）お客さまが、当行に開設した非課税

口座にその年の翌年以後に設けられ
ることとなっている勘定の種類を変
更しようとする場合には、勘定の種類
を変更する年の前年中に、当行に対し
て「非課税口座異動届出書」を提出し
ていただく必要があります。

（２）お客さまが、当行に開設した非課税
口座に設けられたその年の勘定の種
類を変更しようとする場合には、その
年の当行が別に定める期限までに、当
行に対して「非課税口座異動届出書」
を提出いただく必要があります。

または租税特別措置法施行令第２
５条の１３第８項第２号に規定す
る特定署名用電子証明書等の送信
を受け、当該基準経過日における氏
名および住所の告知を受けた場合、
当該住所等確認書類または特定署
名用電子証明書等に記載または記
録がされた当該基準経過日におけ
る氏名および住所

②当行からお客さまに対して書類を
郵送し、当該書類にお客さまが当該
基準経過日における氏名および住
所を記載して、当行に対して提出し
た場合、お客さまが当該書類に記載
した氏名および住所

（２）前項の場合において、確認期間内
にお客さまの基準経過日における氏
名および住所が確認できなかった場
合）には、当該確認期間の終了の日
の翌日以降、お客さまの非課税口座
に係る累積投資勘定に上場株式等の
受け入れを行うことはできなくなり
ます。ただし、同日以後、前項各号
のいずれかの方法によりお客さまの
氏名および住所を確認できた場合ま
たはお客さまから氏名、住所または
マイナンバーの変更に係る「非課税
口座異動届出書」の提出を受けた場
合には、その該当することとなった
日以後は、この限りではありません。

第 10条（非課税管理勘定と累積投資勘
定の変更手続き）
（１）お客さまが、当行に開設した非課

税口座にその年の翌年以後に設けら
れることとなっている勘定の種類を
変更しようとする場合には、勘定の
種類を変更する年の前年中に、当行
に対して「非課税口座異動届出書」
を提出していただく必要がありま
す。

（２）お客さまが、当行に開設した非課
税口座に設けられたその年の勘定の
種類を変更しようとする場合には、
その年の当行が別に定める期限まで
に、当行に対して「金融商品取引業
者等変更届出書（勘定変更用）」を
提出いただく必要があります。この
場合において、当行は、「金融商品
取引業者等変更届出書（勘定変更
用）」の提出を受けて作成した「勘
定廃止通知書」をお客さまに交付す
ることなく、その作成をした日にお
客さまから提出を受けたものとみ
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（３）２０２４年１月１日以後、お客さま
が当行に開設した非課税口座（当該口
座に２０２３年分の非課税管理勘定
が設定されている場合に限ります。）
に累積投資勘定を設定することを希
望する場合には、当行に対して「非課
税口座異動届出書」を提出いただく必
要があります。

（略）

第 15条（契約の解除）
次の各号に該当したときは、それぞれに
掲げる日にこの契約は解除されます。
①お客さまから租税特別措置法第３７
条の１４第２１項に定める「非課税口
座廃止届出書」の提出があった場合
は、当該提出日

②租税特別措置法第３７条の１４第２
７項第２号に定める「出国届出書」の
提出があった場合は、出国日

③お客さまが出国により居住者または
国内に恒久的施設を有する非居住者
に該当しないこととなった場合は、租
税特別措置法第３７条の１４第３１
項の規定による「非課税口座廃止届出
書」の提出があったものとみなされた
日（出国日）

④お客さまの相続人・受遺者による相
続･遺贈（贈与をした者の死亡により
効力を生ずる贈与を含みます｡）の手
続きが完了し、租税特別措置法施行令
第２５条の１３の５に定める「非課税
口座開設者死亡届出書」の提出があっ
た場合は、当該非課税口座開設者が死
亡した日

（略）

なして、租税特別措置法第３７条の
１４第２５項の規定を適用します。

（３）２０２４年１月１日以後、お客さ
まが当行に開設した非課税口座（当
該口座に２０２３年分の非課税管理
勘定が設定されている場合に限りま
す。）に累積投資勘定を設定すること
を希望する場合には、当行に対して
「非課税口座異動届出書」を提出い
ただく必要があります。

（略）

第 15条（契約の解除）
次の各号に該当したときは、それぞれ
に掲げる日にこの契約は解除されま
す。
①お客さまから租税特別措置法第３７
条の１４第２１項に定める「非課税
口座廃止届出書」の提出があった場
合は、当該提出日

②租税特別措置法施行令第２５条の
１３の４第１項に定める「出国届出
書」の提出があった場合は、出国日

③お客さまが出国により居住者または
国内に恒久的施設を有する非居住者
に該当しないこととなった場合は、
租税特別措置法施行令第２５条の
１３の４第２項に規定する「非課税
口座廃止届出書」の提出があったも
のとみなされた日（出国日）

④お客さまの相続人・受遺者による相
続･遺贈（贈与をした者の死亡により
効力を生ずる贈与を含みます｡）の手
続きが完了し、租税特別措置法施行
令第２５条の１３の５に定める「非
課税口座開設者死亡届出書」の提出
があった場合は、当該非課税口座開
設者が死亡した日

（略）

（略）

（変更）

（変更

（略）

インターネット投資信託サービスに関するご注意事項

新 旧 備考

①インターネット投資信託サービス（以

下、IB 投信サービス）ご登録以後、取

引報告書、取引残高報告書、分配金償還

金・再投資報告書、特定口座源泉徴収（還

付）明細書、運用報告書は原則全て電子

交付となります。（IB 投信サービスを

①インターネット投資信託サービス（以

下、IB 投信サービス）ご登録以後、取

引報告書、取引残高報告書、分配金償

還金・再投資報告書、特定口座源泉徴

収（還付）明細書、運用報告書は原則

（追加）



利用されるお客さまにのみ交付（電子交

付）される書面も含まれます。）

②IB 投信サービスご利用開始以前に交付

された各報告書は、電子交付の対象外で

す。

③電子交付履歴および報告書の閲覧可能

期間は、作成日の翌営業日より５年間で

す。（ただし、運用報告書は、運用報告書

作成日から５年半となります。）

④IB 投信サービスを解約されますと、電

子交付サービスも解約となり、電子交付

書面は閲覧できなくなります。なお、解

約処理日翌日以降に作成された書面は、

郵送交付されますが、IB 投信サービス

を利用されるお客さまにのみ交付（電子

交付）される書面は、IB 投信サービス

解約後も郵送交付されません。

（略）

全て電子交付となります。

②IB 投信サービスご利用開始以前に交

付された各報告書は、電子交付の対象外

です。

③電子交付履歴および報告書の閲覧可能

期間は、作成日の翌営業日より５年間で

す。（ただし、運用報告書は、運用報告

書作成日から５年半となります。）

④IB 投信サービスを解約されますと、電

子交付サービスも解約となり、電子交

付書面は閲覧できなくなります。なお、

解約処理日翌日以降に作成された書面

は、郵送交付されますが、解約処理日

当日に作成された書面は、郵送交付さ

れませんのでご注意ください。

（略）

（変更）

（略）

東京スターダイレクト取引規定

新 旧 備考

第 8 条投資信託取引

2． 本サービスによる投資信託取引は、

事前に当行所定の方法によりお申し込

みが必要になります。

なお、当該お申し込み受け付け後は、投

資信託にかかる以下の報告書（本サービ

スによる投資信託取引を利用されるお

客さまにのみ交付（電子交付）される書

面も含まれます。）については、全て電

子交付になります。

当該電子交付を取りやめる場合には、本

サービスによる投資信託取引の解約を

行ってください。

・取引報告書

第 8 条投資信託取引

2．本サービスによる投資信託取引は、

事前に当行所定の方法によりお申し込

みが必要になります。

なお、当該お申し込み受け付け後は、

投資信託にかかる以下の報告書につい

ては、全て電子交付になります。

当該電子交付を取りやめる場合には、

本サービスによる投資信託取引の解約

を行ってください。

・取引報告書

（追加）



・取引残高報告書

・分配金償還金・再投資報告書

・特定口座源泉徴収（還付）明細書

・運用報告書

（略）

・取引残高報告書

・分配金償還金・再投資報告書

・特定口座源泉徴収（還付）明細書

・運用報告書

（略） （略）

以上


